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監査
年度

報告書
ページ

所属名称 № 区分 名称等
指摘
区分

指摘・意見事項 指摘・意見事項に対する措置状況

H28年度 46 企画課 42 補助金
青年会議
所活動助
成

意見

　事業内容にかかわらず，毎年定額400千円の補助金が
支出されている。事業内容等は毎年変化しているが，
毎年定額の形式的な補助金といえる。まちづくり団体
も多数見受けられるようになっているのが現状であ
り，見直しの必要のある補助金と思われる。

　関係団体と当該補助金のあり方について協議
し，Ｒ４年度までに当該補助金額を減額する経過
措置を設けた上で廃止することとした。

H28年度 48 企画課 43 補助金

呉地域
オープン
カレッジ
ネット
ワーク

意見

　プロジェクト委員会による審査により助成事業を決
定し，公平性を確保している。研究事業中心から実践
事業中心へと補助対象事業も変化しており，今後も活
発な事業展開とともに地域の活性化という見えない効
果についての事後の評価の確立が望まれる。

今年度から地域団体等にオブザーバーとして本事
業へ参加・協力してもらうことにより，民間企業
による研究の継続，事業化にも期待し，活発な事
業展開・連携を図ることとした。また，事業終了
後の報告会等でそれらの団体やプロジェクト委員
会から助言や反省点を集約し，募集方法・選定基
準を見直すなど，事後評価の次回の募集への反映
に努める。

H28年度 50 企画課 45 補助金
合併町地
域まちづ
くり振興

意見

　一律3,000千円×８町の毎年定額補助であり，当面の
補助金継続期間としていた周辺町合併後１０年の期間
を経過し，当初の目的は一定程度達成しているものと
思われる補助金である。No.９０－２「ゆめづくり地域
協働交付金」とも目的は類似しており，旧呉市内に対
するまちづくり支援との不公平感もあると思われ，補
助金の整理統合等を検討すべきである。引き続きの継
続を行う場合，補助を受けた各協議会がまつり等の実
行委員会へ再補助をするケ－スが多い。再補助につい
ては不透明感が多いためチェック機能の充実ととも
に，１町一律3,000千円の支出の公平性，妥当性につい
ての議論も望まれる。

　旧合併町まちづくり協議会等の関係者及び関係
部署と協議を進め，Ｒ３年度までに段階的に当該
補助金を廃止することとした。なお，経過措置と
して地域協働課の「ゆめづくり地域交付金」に合
併町特別枠を設け，３年間に限り財政支援を継続
することとした。

H28年度 86
市民窓口
課

109 補助金
呉市消費
者協議会

意見
　特定団体に対しての定額補助である。補助に対して
の評価，再検討を行うべきである。

　補助に対する評価については，毎年度の「事務
事業評価」を継続し，その結果を踏まえて令和元
年８月に策定された「補助金等見直しガイドライ
ン」に沿って補助金を交付する。

平成２８年度包括外部監査指摘・意見に対する措置状況について
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H28年度 94
文化振興
課

118 補助金
呉市女性
連合会

意見

　補助事業者等の会員は呉市赤十字奉仕団と重複する
会員も多く，市民には活動の区別等がわかりにくかっ
たため，近年は活動の差別化に取り組んでおり市民ニ
－ズを取り入れた新たな事業活動も実施しているよう
である。事業報告は実施活動の羅列のみであり，活動
の見直し，改善点等の記載も含めた実施報告書の充実
が望まれる。
　特定団体への定額補助である。補助に対しての評
価，再検討を行うべきである。

　令和元年度より，呉市女性連合会（事務局：文
化振興課）と呉市赤十字奉仕団（事務局；福祉保
健課）の事務局機能を地域協働課に統合し，活動
内容の整理を行った。また，「呉市補助金等見直
しガイドライン」に基づき，令和２年度予算にお
いて補助金額を一部減額した。

H28年度 100
文化振興
課

121 補助金

呉市レク
リエー
ション協
会

意見
　特定団体への定額補助である。補助に対しての評
価，再検討を行うべきである。

　「呉市補助金等見直しガイドライン」に基づ
き，令和２年度予算において補助金額を一部減額
することとした。今後は．事業費補助への移行等
についても，引き続き検討していく。

H28年度 106
文化振興
課

124 補助金
呉市教育
会

意見

　特定団体への定額補助であり，補助額も少額であ
る。補助に対しての評価を行うとともに，少額の補助
については，公益性や費用対効果等を勘案し，廃止を
含めて検討すべきである。

「呉市補助金等見直しガイドライン」に基づき．
補助金を廃止し，同団体の教育部が相談員として
実施している呉市主催の「家庭教育相談」におけ
る相談員に対する報償費へ切り替えを行う予定で
ある。

H28年度 184
子育て支
援課

222 補助金
地域組織
活動

意見

　１団体に対する補助額は６万円程度と少額である。
補助に対しての評価を行うとともに，少額の補助につ
いては，公益性や費用対効果等を勘案し，廃止を含め
て検討するべきである。

補助対象事業者と協議を実施した結果，平成30年
度をもって補助金を廃止した。
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H28年度 261
観光振興
課

334 補助金
呉観光協
会

意見

　特定団体への定額補助である。補助に対しての評価・再検
討を行うべきである。
　平成２７年度は過年度の繰越金を財源にあてることによ
り，呉観光協会のホームページのリニューアルを実施したこ
と等により事業費が過年度よりも多くなっている。観光協会
の活動成果について数値等を用いて客観的に測定することは
困難であるが，情報発信手段の一つとしてホームページを利
用することで，今後も地道な活動を続け観光客数の増加につ
ながるよう期待される。なお，呉観光協会への団体の会員数
は127団体（平成２７年３月３１日時点）となっている。
　特定団体への補助である補助金の支給については，予算承
認に基づいたものであるものの，計算方法について明文化さ
れた資料はなく，毎年定額支給となっている。まつり，イベ
ント等の開催その他市の活性化に効果を有すると認められる
事業に要する経費に対する補助金の予算額について検討の充
実が望まれる。
　呉観光協会からイベント等の実施主体である地区の実行委
員会等に再補助を行っているが，呉観光協会は，呉市以外か
らの財源も存在しているため，再補助先に関しては口頭によ
る確認等，一定の活動内容の報告を受けるという形で確認を
行っている。
　なお，予算措置時点で開催予定として予算に計上したまつ
り・イベント等は，予定どおり開催したとの回答を得た。

　本協会は昭和３６年に設立し，長年，市の観光
事業の推進に多大なる活動支援を頂いている。市
の観光資源の開発や宣伝等を積極的に発信し，観
光客誘致に必要不可欠な団体である。また当該団
体は，昨年ホームページのリニューアルを行い，
内容の充実を図り，観光情報の発信を常時行うこ
とにより，観光客誘致事業の活動成果が期待され
るところである。
　また，「呉市補助金等見直しガイドライン」に
基づき，令和２年度予算において補助金額を一部
減額した。
　ついては，毎年観光協会から受ける活動報告等
により事業効果を検証し，引き続き補助金額につ
いて検討していく。

H28年度 263
観光振興
課

335 補助金
呉まつり
協会

意見

　これまで続いてきた呉のイベントを中止・廃止する
ことは難しいため，継続的にイベントを実施していく
方針である。補助の終期設定がなされておらず，補助
制度が設置された後，長期にわたり交付が続いている
ものであるため，イベント運営の事業費を平成２５年
度の見直しにより補助金を減額したものの，再び増加
傾向にあるため，一層の経営努力が求められる状況に
ある。
　なお，予算措置時点で開催予定として予算に計上し
たまつり・イベント等は，予定どおり開催したとの回
答を得た。

　本団体が実施するまつり・イベント等は，市の
イベントの中でも最大の観光客動員数を有するも
のであり，継続的に実施する必要があると考え
る。
　また。「呉市補助金等見直しガイドライン」に
基づき，令和２年度予算において補助金額を一部
減額した。
　ついては，市の要のイベントとして，今後とも
事業の検証を行っていき，将来を見据えた補助金
交付を行っていく。
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H28年度
34・
265

観光振興
課

336 補助金
川尻町観
光協会

意見

（合併町関係を含む公平性について）P34
　平成１５年４月の下蒲刈町の合併に始まり，呉市周辺８町
の平成の大合併により現在の呉市となっている。当時の「合
併建設計画」により，補助金Ｎｏ．４５「合併町地域まちづ
くり振興事業補助金」を旧合併町のまちづくり協議会等に交
付し，現在も毎年同額で継続している。
　旧市内の住民からすると，補助金等の公益上の必要性の要
点である，補助金等が特定の者に限定されず，市民に広く機
会があるかという「公平性」に疑問が生じるところである。
毎年24,000千円という多額の補助金等の支出であるため，個
別意見とは別に記載させていただいた。
　その他該当する補助金等としては，以下のとおりである。
（個別意見）
　特定団体への定額補助である。補助に対しての評価・再検
討を行うべきである。補助金の交付について平成２２年度に
減額しているが，その後は定額補助となっており見直しが行
われていない。呉観光協会との合併を行わず，川尻町観光協
会が独立して活動する方が地元の意見を集約し機動的に活動
できると判断するならば，活動の実効性を勘案し必要に応じ
て予算を増やすなど，機動的に予算を増減することを検討す
べきではないかと考える。
　川尻町観光協会からイベント等の実施主体である地区の実
行委員会等に再補助を行っているが，川尻町観光協会は，呉
市以外の財源もあるため，再補助先に関しては口頭による確
認等，一定の活動内容の報告を受けている。
　なお，予算措置時点で開催予定として予算に計上したまつ
り・イベント等は，予定どおり開催したとの回答を得た。

　本団体が行うイベント等は地域の方々にも好評
であり，毎年多くの方々が参加し，盛大に開催さ
れている。
　また，「呉市補助金等見直しガイドライン」に
基づき，令和２年度予算において補助金額を一部
減額した。
　今後も，補助事業の目的や活動成果などを検証
し，補助金額について検討していく。
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H28年度
33・34
・267

観光振興
課

337 補助金
安浦町観
光協会

意見

（補助事業者等の繰越金等の確認）P33
　補助金等は公金の支出であるから，補助対象事業に公益性
が認められたとしても，重ねて支出の必要性を検討して，補
助の可否を決める必要がある。また，真に支援を必要とする
相手先に対して支出することが求められることから，財政状
態が安定していて資金的に余裕のある団体への補助等につい
ては，廃止を含めて検討するのが相当であると思われるし，
長い目で見れば交付先団体の自主性や自立性に繋がっていく
ものと思われる。
（合併町関係を含む公平性について）P34
　平成１５年４月の下蒲刈町の合併に始まり，呉市周辺８町
の平成の大合併により現在の呉市となっている。当時の「合
併建設計画」により，補助金Ｎｏ．４５「合併町地域まちづ
くり振興事業補助金」を旧合併町のまちづくり協議会等に交
付し，現在も毎年同額で継続している。
　旧市内の住民からすると，補助金等の公益上の必要性の要
点である，補助金等が特定の者に限定されず，市民に広く機
会があるかという「公平性」に疑問が生じるところである。
毎年24,000千円という多額の補助金等の支出であるため，個
別意見とは別に記載させていただいた。
　その他該当する補助金等としては，以下のとおりである。
（個別意見）
　特定団体への定額補助である。補助に対しての評価・再検
討を行うべきである。補助金の交付について平成２２年度に
減額しているが，その後は定額補助となっており見直しが行
われていない。呉観光協会との合併を行わず，安浦町観光協
会が独立して活動する方が地元の意見を集約し機動的に活動
できると判断するならば，実効性を勘案すると300千円の定
額補助とするのではなく，その年のイベント等の活動を勘案
し，機動的に予算を増やすことも検討すべきである。
　なお，予算措置時点で開催予定として予算に計上したまつ
り・イベント等は，予定どおり開催したとの回答を得た。

　「呉市補助金等見直しガイドライン」に基づ
き，令和２年度予算において補助金額を一部減額
した。
　今後も，補助事業の必要性や活動成果等を検証
し，補助金額について検討していく。
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H28年度 343
交通政策
課

451 補助金
バス購入
費

意見

　平成２３年度末に呉市交通事業を呉市交通局から民
間交通事業者に一括して移譲し事業を引き継いだ経緯
がある。その際に呉市交通事業で使用していたバス車
両も譲渡したが，使用年数が長いバス車両が多数を占
めていたため，車両の更新を促進する必要があるとい
う理由により，当該民間交通事業者がバス車両を購入
するときの経費の一部に対し，平成２７年度までの５
年間は基本合意書に基づき，平成２８年度以降は当該
民間事業者との協議に基づき，補助を行っている。
　具体的には，平成２３年度から平成２７年度におい
ては毎年１０台ずつ，平成２８年度においても３台の
バス車両購入費に対して補助金が交付されており，計
５３台の車両が更新されたことを前提とすると，使用
年数が長いバス車両の更新という当初の目的は達成さ
れたものと考える。
　今後は，平成２８年度以降の新規バス車両分に対す
る交付期間終期の定めが設けられていない点について
議論することが有用である。

　平成23年度に開始した当該補助金により,バス車
両のバリアフリー化については,一定の成果があっ
たものと考えられる。そこで,呉市内部及び呉市と
広電で協議し,バス車両購入費補助金については,R
２年度当初予算には計上せず,廃止に向けて取り組
むこととした。
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H29年度 80 管財課 ー

借受不動
産の借地
料の改定
について

－ 意見

　呉市が借り受けている土地等の支払う賃料につい
ては，「民間地の借り上げに係る借地料算定基準」
において規定している「借地料の改定」に基づき，
平成３年度の地代を基準として，３年ごとに改定事
務を行っている。改定地代の算定については，改定
前３年間の経済変動及び固定資産税等の税額変動を
総合的に勘案した「地代の変動率」を基に決定して
おり，その変動率が±５％以下の場合は，地代を据
え置き，±５％を超える場合は，改定を検討するこ
ととしているが，長期間での比較となると±５％を
超える場合も予測される。地代については，一般的
に価格の硬直性があると認めるが，長期的視点も採
り入れた地代改定の手法の見直しの必要があるもの
と思料する。

　長期的な視点に立ち，借地料改定の方
法を見直した。
　次回（令和４年度）の改定から，固定
資産税の評価替えに合わせ，その都度，
固定資産税評価額を基に借地料を算定す
る方法に改めた。
　（参考：令和元年10月21日行政報告済
み）

H29年度 86
地域協働
課

212 未利用 旧倉橋支所 指摘

　国道沿いの倉橋町の中心部にあり，建物床面積も
広く解体するにも解体費用も多額にかかるので，担
当課では今後の方向性が定まらず予算要求も出して
いないのが現状である。増築された新しい建物につ
いては利用されているが，古い旧支所の大部分は利
用されていない。安全上の問題も検討しつつ，今後
サウンディング型市場調査等を実施し，各方面から
の提案等により利活用を検討すべきと思料する。

　当該施設は，築56年経過しており，外
壁の剥離，落下が見られ，建物の利活用
は難しい状況である。
　また，地元においても利用の予定がな
いことから，令和２年度予算において解
体に向けた調査費を計上している。

H29年度 92
農林水産
課

236 未利用
ふれあいの里下蒲
刈

意見

　施設内の炭焼き体験施設は，炭焼き体験の指導者
の高齢化により事業継続が難しくなったこともあり
平成２６年度から炭焼き体験は中止となっている。
　現状は施設の一部を呉市が１００％出資している
公益財団法人蘭島文化振興財団が展示物の寄付が
あったものの一部を一時保管するために使用してい
る。合併に伴う引継当初から，当該施設の建設に係
る書類が見当たらないため，施設の廃止や使用目的
を変更した際の補助金等の返還の必要性が不明であ
る。
　今後は，施設の廃止を含め，有効的な活用方法を
検討すべきである。

　合併当初から，当該施設の建設に係る
書類が不明であるため，補助金の実績に
ついて，広島県に確認依頼したところ，
補助リストに無いことから，町単独（起
債を利用）の可能性が高いとの回答。
　また，自治会が今後本施設を活用する
見込みがないことから，平成30年度から
は，電気・水道の休止に加え、浄化槽の
廃止を行うことにした。
　今後は，解体について市民センター等
と地元調整していく。

平成２９年度包括外部監査指摘・意見に対する措置状況について
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H29年度 100
管財課
人権セン
ター

211
215
258

未利用
未利用土
地

久比大浦校長住
宅，豊コミュニ
ティセンター，豊
町久比大浦区内市
有地

意見

　久比大浦校長住宅（旧校長住宅），豊コミュニ
ティセンター及び豊町久比大浦区内市有地はそれぞ
れ隣接している一体区画である。
　旧校長住宅は最寄り高校（現豊小学校）への通勤
利用として当時使われていたが，本州と安芸灘諸島
とを結ぶ安芸灘諸島連絡架橋の供用開始（平成２０
年）により本州からの通勤も可能となったことか
ら，役割を終えている。また豊コミュニティセン
ターから，数百メートル足らずのところに久比コ
ミュニティセンター，久比東コミュニティセンター
がある。旧校長住宅の建築年月は平成１７年合併前
の旧町資料が残されておらず不明であるが，老朽化
は激しく耐震基準を満たしていないと考えられる。
近隣には住宅が立ち並んでいることから，安全性の
面からも旧校長住宅の解体撤去は検討すべきであ
る。ただし，隣接道路からみてコミュニティセン
ターの奥に旧校長住宅が建てられていることから，
これらは一体として対応を検討する必要がある。

　豊コミュニティセンターは地域の要望
により存続する方針である。３施設の一
体的な利用が最善であると考えられるの
で，将来的に豊コミュニティセンターが
用途廃止された時点で，一体処分（公
募）する方針である。

H29年度 108 管財課 269
未利用土
地

旧安登放課後児童
会用地

意見

　呉市国保安浦診療所の隣接地である。場所は国道
１８５号線沿いにあるコンビニエンスストアのすぐ
裏手，ＪＲ安登駅から４００ｍほどの位置にある。
診療所の運営は指定管理者により，内科及び外科診
療が行われている。当該用地を挟んで，歯科クリ
ニック，介護老人保健施設が並んでおり，これらの
立地条件から，当該用地は内科，外科及び歯科以外
の診療科等，医療施設の設置により周辺医療機関と
の相乗効果が見込まれると考えられる。

　隣接の国保安浦診療所の処理方針に合
わせ，一体的に本件土地を処分する方針
としている。
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H29年度 128

管財課，
病院事業
課，学校
施設課

209ほ
か

③旧教員
住宅等

旧大浦小学校教員
住宅，大浜診療所
２階住宅，久比大
浦校長住宅，下蒲
刈病院医師住宅，
上河内教員住宅，
西宇土教員住宅，
海越教員住宅，重
生教員住宅，向教
員住宅２，向小校
長住宅，向中校長
住宅，小野浦教員
住宅，山崎教員住
宅，久比大浦住
宅・

意見

　旧教員住宅等の跡地であり，すべて島嶼部に存在
する。安芸灘大橋等の開通及び学校の統廃合等によ
り利用がなくなったものである。住宅とはいえ，建
築からかなり年月が経過しているものが多く，利用
されていないため損傷箇所も多くあり，住宅として
の再利用はかなりのコストがかかるものと思われる
ため，多くが解体しての再利用となるものと思われ
る。住宅用地のため土地の広さも限られたものであ
り，集合住宅の建設等で利用できればベストである
が，少子高齢化の地域でもあり，生活地としての需
要は限られたものと思われる。昨今，昭和の臭いの
残るもの，田舎暮らしを逆手にとっての街おこしな
どもプチブ－ムとなっており，積極的に情報発信を
することにより，各方面や地域住民の提案等により
利用策を検討してはと思う。

　教員住宅の一部については引き合いが
あったことから，処分に向けて作業を進
めている。今後も需要が見込まれる施設
があると考えられるため，各施設ごとに
処分に向けたサウンディング調査を実施
し，一般競争入札によって処分を進めて
いく。
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H30年度 18 契約課 － －

３　呉市の委
託契約事務の
概要　(7)見
積書の徴取件
数について

意見

　見積書の徴取は、原則として２者以上としている一方で、
例外として見積書を徴する必要がないと認められる契約など
主観的要素の強い規定が設けられている。そのため、当該例
外規定を適用するにあたってはその理由を明らかにする必要
があると考えられる。

　随意契約をする場合は，「指名業者
審査伺（随意契約）」に担当課長がそ
の理由を記入することとしている。
　この際，当該例外規定を適用する場
合は，その理由も付記する旨を「契約
の手引」に記載している。現行の事務
処理を継続していく。

H30年度 84
文化振興
課

2，
2－
2，
2－
3

(a)指定
管理（非
公募）

呉市文化ホー
ル管理運営委
託（指定管
理）

意見

　指定管理者制度は、住民サービスを効果的、効率的に提供
するため、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求め
ることに意義が有り、複数の申請者に事業計画書を提出させ
ることが望ましいとされている（H22.12.28総務省通知抜
粋）。
非公募理由を、上記のとおりとしているが、指定管理者の次
期更新の際は、公平性、透明性の観点からも、公募の実施を
検討する必要がある。

　選定方法については，再検討し公募
により募集することとした。

H30年度 84
文化振興
課

2，
2－
2，
2－
3

(a)指定
管理（非
公募）

呉市文化ホー
ル管理運営委
託（指定管
理）

意見

　再委託先について事前承認しているが、再委託の契約書を
入手していない。委託業務の管理および統制機能の観点から
も、再委託の契約書を委託先から入手し、再委託契約の委託
先や内容等が事前承認と合致しているか、また、再々委託が
行われている場合は、この合理性を検討するなど不適切な契
約となっていないことを確認することが望まれる。

　再委託契約書の写しの提出を求め，
担当職員が確認することとした。

H30年度 86
文化振興
課

3，
3－
2，
3－
3

(a)指定
管理（非
公募）

呉市立美術館
管理運営委託
（指定管理）

意見

　指定管理者制度は，住民サービスを効果的，効率的に提供
するため，サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求め
ることに意義が有り，複数の申請者に事業計画書を提出させ
ることが望ましいとされている（H22.12.28総務省通知抜
粋）。
　非公募理由を，上記のとおりとしているが，指定管理者の
次期更新の際は，公平性，透明性の観点からも，公募の実施
を検討する必要がある。

　呉市立美術館については，管理に極
めて高度な専門性を要することが求め
られる施設であるため，非公募により
募集することとした。

平成３０年度包括外部監査指摘・意見に対する措置状況について
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H30年度 86
文化振興
課

3，
3－
2，
3－
3

(a)指定
管理（非
公募）

呉市立美術館
管理運営委託
（指定管理）

意見

　再委託先について事前承認しているが、再委託の契約書を
入手していない。委託業務の管理および統制機能の観点から
も、再委託の契約書を委託先から入手し、再委託契約の委託
先や内容等が事前承認と合致しているか、また、再々委託が
行われている場合は、この合理性を検討するなど不適切な契
約となっていないことを確認することが望まれる。

　再委託契約書の写しの提出を求め，
担当職員が確認することとした。

H30年度 88
文化振興
課

4
(a)指定
管理（非
公募）

蘭島文化振興
施設管理運営
に係る委託
（指定管理）

意見

　指定管理者制度は，住民サービスを効果的，効率的に提供
するため，サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求め
ることに意義が有り，複数の申請者に事業計画書を提出させ
ることが望ましいとされている（H22.12.28総務省通知抜
粋）。
　非公募理由を，上記のとおりとしているが，本施設の設置
目的である教養文化及び観光拠点の整備の向上を図ること，
公平性，透明性の観点からも，公募とすることが望ましいと
考える。
　以上のことから，指定管理者の次期更新の際は，公募の実
施を検討する必要がある。

　蘭島文化振興施設については，管理
に極めて高度な専門性を要することが
求められる施設であるため，非公募に
より募集することとした。

H30年度 90
スポーツ
振興課

5
(a)指定
管理（非
公募）

呉市スポーツ
施設（１８施
設）指定管理
料

意見

　指定管理者制度は，住民サービスを効果的，効率的に提供
するため，サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求め
ることに意義が有り，複数の申請者に事業計画書を提出させ
ることが望ましいとされている（H22.12.28総務省通知抜
粋）。
　非公募理由を，上記のとおりとしているが，指定管理者の
次期更新の際は，公平性，透明性の観点からも，公募の実施
を検討する必要がある。

　令和2年度から令和6年度までの指定
管理者更新について，公募とした。

H30年度 90
スポーツ
振興課

5
(a)指定
管理（非
公募）

呉市スポーツ
施設（１８施
設）指定管理
料

意見

　再委託先について事前承認しているが、再委託の契約書を
入手していない。委託業務の管理および統制機能の観点から
も再委託の契約書を委託先から入手し、再委託契約の委託先
や内容等が事前承認と合致しているか、また、再々委託が行
われている場合は、この合理性を検討するなど不適切な契約
となっていないことを確認することが望まれる。

　再委託先について，承認後，指定管
理者から契約書を入手し，内容等を確
認することとした。
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H30年度 92
商工振興
課

6
(a)指定
管理（非
公募）

ビュー・ポート
くれのうち呉市
きんろうプラザ
及び付属駐車場
の運営業務並び
に呉市の専有部
分及び付属駐車
場の維持管理に
関する協定

指摘

　評価の実施にあたり、呉市は受託者から適時に月次報告及
び実績報告を受ける必要がある。しかし、利用者からきんろ
うプラザ使用料として受託者が徴収した金額を計算して呉市
に報告する徴収計算書の提出期限が守られていないなど、一
部の月次報告及び実績報告の提出期限が守られていないもの
がある。そのため、報告書等の提出期限は厳守するよう指導
する必要がある。

　月次報告等について，協議や指導を
重ね，概ね改善している。今後も，提
出期限について，適宜，指導をしてい
く。

H30年度 96
地域協働
課

7
(b)入札
不成立随
意契約

呉市まちづく
りセンター舞
台管理業務

指摘

　当業務は、毎年委託先の株式会社篠本照明及びその他1者に
よる合計2者の指名競争入札を実施している。しかし、平成27
年度、平成28年度、平成29年度について1者は辞退届を提出し
ている。そのため、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号
の理由により随意契約している。この点、毎年2者を指名し、
1者が辞退するため、結局随意契約とせざるを得ない状況にな
ることが想定されていたにもかかわらず、当状況の改善がさ
れていなかったことは問題である。その結果、毎年随意契約
を締結するため、競争の原理が働かず、落札率が極めて高い
水準で委託している。また、仮に2者とも辞退した場合には当
事業自体の遂行が困難になることや条件が悪化することも考
えられる。これは、呉市入札参加資格等有資格者名簿の「役
務の提供22施設維持管理業務委託○20その他（ホール、舞台
維持管理）に2者しか登録されていないことが一因である。し
たがって、入札参加条件の緩和を検討するなどして登録業者
の増加に努める必要がある。

　平成30年度に契約課において，呉市
入札参加資格等有資格者名簿の登録業
者を３者に増やしている。
　その結果，令和元年度は３者による
指名競争入札を実施し，入札が成立し
ている。
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H30年度 98
文化振興
課

8
(b)入札
不成立随
意契約

呉市民ホール
舞台管理業務
(平成29年
度）

指摘

　毎年、委託者およびその他１者による合計２者の指名競争
入札（No.7 の委託事業と同じ業者）を実施している。しかし
平成２９年度については１者が辞退したため、入札不成立と
なっている。このため地方自治法第１６７条の２第１項第２
号の理由により随意契約としている。平成２８年度も同様で
あり、同じ業者２者を指名し、１者が辞退するため、結局随
意契約とせざるを得ない。このような状況になることは、
No.7のように想定されていたにもかかわらず、改善がされて
いなかった。その結果、毎年随意契約を締結するため、競争
原理が働かず、落札率も高い水準で委託することとなってい
る。また、２者とも辞退した場合には、当事業自体の遂行が
困難になることや、条件が悪化することも考えられる。これ
は、呉市入札参加資格等有資格者名簿の「役務の提供２２施
設維持管理業務委託⑳その他（ホ－ル、舞台維持管理）」に
２者しか登録されていないことが一因である。そのため、登
録業者を増加させて、入札参加条件の緩和を検討する必要が
ある。

　令和２年度から，呉市民ホールの管
理運営は指定管理制度に移行し,指定管
理者が当業務を行うため,文化振興課に
おいて舞台管理業務に係る入札は実施
しないこととなった。

H30年度 98
文化振興
課

8
(b)入札
不成立随
意契約

呉市民ホール
舞台管理業務
(平成29年
度）

意見

　予定価格を事前公表としているが、入札前に公表すると、
予定価格が目安となって競争が制限され、落札価格が高止ま
りになる、業者の見積努力を損なわせる、入札談合が容易に
行われる可能性があり、低入札価格調査の基準価格又は最低
制限価格を強く類推させ、これらを入札前に公表した場合と
同様の弊害が生じかねないことなどの弊害があるとされてい
る。本委託事業も落札率も高く、市民目線で見れば、指名競
争入札とともに予定価格の事前公表の結果として、と思われ
る可能性も大きいと思う。地方公共団体においては予定価格
の事前公表を禁止する法令の規定はないが、本契約を含めて
予定価格の事前公表をする場合は、慎重な検討をしていただ
きたいと思料する。

　令和２年度から，呉市民ホールの管
理運営は指定管理制度に移行し,指定管
理者が当業務を行うため,文化振興課で
は業務を行わない。

H30年度 102 総務課 10

(c)入札
（指名）
業者数１
者〔随意
契約・扶
助以外〕

呉市役所庁舎
エレベーター
保守管理業務

意見

　一般競争入札の結果、施工業者のみ入札、結果1者随意契約
となっている。本委託契約のような場合、その後の管理や保
守点検等についてほとんどが当初業者との随意契約によって
行われている。結果として、競争原理が機能せず、価格が硬
直化し経済性を損ねる可能性がある。また予定価格について
も契約業者の見積価格が参考となっており、事前公表として
いるので、高い落札率の契約となっている。他者の見積の徴
取等は初めから諦めての契約となっているが、競争性を確保
した契約方法および適切な価格で契約の実施を常に検討する
ことが必要と思料する。

　本件については，競争性確保のため
一般競争入札による発注としている。
　仕様書については，施工業者しか受
注できないような内容にはしていない
が，他者の見積徴取等を検討してい
く。
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H30年度 104
観光振興
課

11

(c)入札
（指名）
業者数１
者〔随意
契約・扶
助以外〕

おんど観光文化
会館うずしお及
び呉市地域駐車
場（音戸駐車
場）の管理運営

意見

　平成29年度の目標利用者数が40,000人に対して利用人数実
績は47,225人（達成度118%）と高い実績を誇り、利用者アン
ケートによる満足度は92.0%と高い満足度を得ている。しか
し、利用者アンケートが利用者数47,225人に対して116人（利
用者の0.25%）であるため、アンケート数及びアンケート回収
率を向上させ、業務改善及び更なるサービス向上に繋げるこ
とができると考える。

　現指定管理者にて，アンケート用紙
のサイズ変更や，選択式の設問の増加
など，回答者がアンケートに協力しや
すい内容に変更した。
　さらに，受け身の体勢ではアンケー
ト回収率は向上しないため，スタッフ
が利用者に対して協力を促す体制を整
えた。

H30年度 112
情報統計
課

15
，
15-
2，
15-
3，
15-
4

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

呉市地域イン
トラネット及
び庁内LAN
ネットワーク
等保守委託業
務

意見

　一般競争入札の結果、施工業者のみ入札、結果1者随意契約
となっている。本委託契約のような場合、その後の保守管理
等についてほとんどが当初業者との随意契約によって行われ
ている。結果として、競争原理が機能せず、価格が硬直化し
経済性を損ねる可能性がある。また予定価格についても契約
業者の見積価格を参考にしている部分もあり、事前公表とし
ているので、結果として高い落札率の契約となっている。他
者の見積の徴取等は初めから諦めての契約となっているが、
競争性を確保した契約方法および適切な価格で契約の実施を
常に検討することが必要と思料する。

　本件については，競争性確保のため
一般競争入札による発注としている。
　仕様書については，施工業者しか受
注できないような内容にはしていない
が，他者の見積の徴収等を検討してい
く。

H30年度 114 収納課 16

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

税務総合情報
システム（委
託処理）

意見

　上記理由にあるように、当業務は地方自治法施行令第１６
７条の２第１項第２号の規定を適用して随意契約している。
この点、業務の効率性を考慮するとシステム開発会社にその
システムの管理・運営等その後発生する付随業務である当業
務についても随意契約で委託することが妥当と考えられる。
しかし、システムの開発会社と当然に随意契約することは、
競争の原理が働かず、契約金額が高止まりし、サービスの品
質低下に繋がる可能性がある。業務委託契約書には、受注者
が開発した情報システムの所有権は著作権等の一切の権利は
発注者に帰属し、発注者は受注者が開発した情報システムの
ソースコードの提出を請求できると記載されている。そのた
め、システム開発業者でなくても当業務を委託することは可
能であり、契約金額の高止まりを防ぎ、品質向上のために一
般競争入札を検討することも必要と考える。

　現行システム導入時の仕様で，課税
等の業務が一体となったシステムであ
るため，一連の流れを業務を細分化し
て，一般競争入札にすることは現実的
に困難であるため，従前のまま継続す
るものとした。
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H30年度 118
中央図書
館

18

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

図書館電算処
理システム運
用業務

意見

　本委託契約のような当初は競争入札に付した案件であって
も、その後のシステム改修や保守点検等についてほとんどが
当初業者との随意契約によって行われている。結果として、
競争原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる可能性
がある。業務委託契約書には、発注者は受注者が開発した情
報システムのソースコードの提出を請求できると記載されて
いる。そのため、システム開発業者でなくても当業務を委託
することは可能であり、従前からの理由により漠然と随意契
約を継続することなく、競争性を確保した契約方法等を常に
検討することが必要と思料する。

今年度，図書館システムの再構築を行
い，システムを一新した。業者の選定
方法については，プロポーザル方式で
行った。その過程は，２社から応募が
あり，評価員が機能等を評価した。選
定委員会において高得点の業者が選定
された。その業者と契約したところで
ある。
導入したシステムは，クラウドサービ
ス型のシステムである。

H30年度 120
障害福祉
課

19

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

呉市発達障害
児等相談支援
事業

意見

　委託先の社会福祉法人は、呉市が運営していた障害児者の
通園施設を引き継ぐ形で昭和５５年に設立されたもので、該
当事業については平成１６年の委託開始以降１者随意契約が
続いている。随意契約の理由としては、上記のとおりであ
る。地方公共団体が委託先を選定する場合は、不特定多数の
参加者を募る「一般競争入札」が原則であるとされている。
委託先の選定にあたり競争性を機能させ、事業の経済性を確
保する観点からは、原則どおり入札の徹底が望まれ、少なく
とも複数見積書の徴取の徹底が望まれる。しかし、当該委託
業務においては、1者随意契約が継続しており、複数見積書の
徴取もされていないため、競争原理が働いていない状況であ
り、委託料の金額の適切性の検証ができず、委託料が高止ま
りとなるおそれがあるので、経済性確保への努力が望まれ
る。また、委託事業が多岐にわたり、結果、現在においては
委託金額も多額となっている。委託事業の見直しを実施する
とともに、委託契約内容の再検討も行うべきと思料する。

　本事業は，医師による診査等を行う
児童療育相談事業と，幅広く障害児の
相談に応じる障害児相談事業に分けら
れるが，平成３０年度をもって，障害
児相談事業は廃止し，令和元年度か
ら，その相談は，呉市の地域生活支援
拠点である「まるごとネット呉」で対
応することとした。
　その結果，本事業は専門性の高い児
童療育相談事業のみとなり，その委託
に当たっては，市内唯一の児童発達支
援センターで，これまでの委託先でも
ある社会福祉法人を除いて実施可能な
者がいないため，当該社会福祉法人と
の随意契約を行った。
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H30年度 126
保険年金
課

22

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

国民健康保険
システムデー
タ移行業務

意見

　独占禁止法違反行為により、指名停止期間中にもかかわら
ず旧システム開発者との随意契約をしたものである。呉市入
札参加者指名停止要綱　第8条 の適用により、「特別の技術
を要する場合で指名停止業者以外には相応するものがいない
とき」に該当し、事前に市長の承認を得ての契約となってい
る。本委託契約のような当初は競争入札に付した案件であっ
ても、その後のシステム改修や保守点検等についてほとんど
が当初業者との随意契約によって行われている。結果とし
て、競争原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる可
能性がある。また予定価格についても契約業者の見積価格と
しているので、高い落札率の契約となっている。業務委託契
約書には、発注者は受注者が開発した情報システムのソ－ス
コ－ドの提出を請求できると記載されている。そのため、シ
ステム開発業者でなくても当業務を委託することは可能であ
り、従前からの理由により漠然と随意契約を継続することな
く、競争性を確保した契約方法および適切な価格で契約の実
施を常に検討することが望まれる。

　本業務は，旧システムから呉市が指
定する範囲，形式のデータを適切に切
り出し，新システムへ移行するための
支援を行うもので，開発業者でなけれ
ば履行できない業務である。
　なお，パッケージシステムのため，
第三者へのソースコード提供及び活用
は著作権の関係で困難である。

H30年度 128
保険年金
課

23

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

健康管理増進
システム運営
業務

意見

　本委託契約のような当初は競争入札に付した案件であって
も、その後のシステム改修や保守点検等についてほとんどが
当初業者との随意契約によって行われている。結果として、
競争原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる可能性
がある。また予定価格についても契約業者の見積価格として
いるので、高い落札率の契約となっている。業務委託契約書
には、発注者は受注者が開発した情報システムのソ－スコ－
ドの提出を請求できると記載されている。そのため、システ
ム開発業者でなくても当業務を委託することは可能であり、
従前からの理由により漠然と随意契約を継続することなく、
競争性を確保した契約方法および適切な価格で契約の実施を
常に検討することが必要と思料する。

　本業務は，呉市から提供する国保の
被保険者情報及びレセプトデータを開
発業者のシステムへ取り込み，分析・
対象データ抽出を行うものであり，開
発業者でなければ履行できない業務で
ある。
　なお，パッケージシステムのため，
第三者へのソースコード提供及び活用
は著作権の関係で困難である。

H30年度 128
保険年金
課

23

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

健康管理増進
システム運営
業務

意見

　再委託先について事前承認しているが、再委託の契約書を
入手していない。委託業務の管理および統制機能の観点から
も、再委託の契約書を委託先から入手し、再委託契約の委託
先や内容等が事前承認と合致しているか、また、再々委託が
行われている場合は、この合理性を検討するなど、不適切な
契約となっていないことを確認することが望まれる。

　再委託は，呉市の承認のもと，受注
者の責任と裁量によって行うものであ
るが，特に必要がある場合は，その実
態を把握し，個別に状況を確認する。
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H30年度 130
保険年金
課

24

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

医療保険シス
テム再構築業
務

指摘

　本契約について委託業者から提出されている「請求書」に
ついて、日付が手書きで記入されている。「請求書」の日付
欄の記載は、契約業者からは日付を空欄にした「請求書」の
提出を受け、「完了検査調書」に記載された検査員が記載し
ているとのことであった。速やかかつ正確な予算執行の観点
等よりの慣習的に行われていることと思われるが、書類の改
ざんまたは塗まつをすることは当然ながら禁止されているこ
とである。一方では、すべて活字とするような画一的な取り
扱いにすべきとは言えないが、呉市の担当者において記載す
るようなことは禁止していただきたい。今後、委託業者に
とって実務上不都合が生じないように配慮しながら適切な対
応をしていただきたい。

　課内職員に対し，法令遵守と事務処
理の適正化の徹底に関し，周知を行っ
た。
　また，委託業者に対しても，請求書
等の提出時に日付記入の徹底を依頼し
た。

H30年度 130
保険年金
課

24

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

医療保険シス
テム再構築業
務

意見

　本委託契約のような当初は競争入札に付した案件であって
も、その後のシステム改修や保守点検等についてほとんどが
当初業者との随意契約によって行われている。結果として、
競争原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる可能性
がある。業務委託契約書には、発注者は受注者が開発した情
報システムのソースコードの提出を請求できると記載されて
いる。そのため、システム開発業者でなくても当業務を委託
することは可能であり、従前からの理由により漠然と随意契
約を継続することなく、競争性を確保した契約方法を常に検
討することが必要と思料する。

　本業務は，国保システムの更新に伴
い，システム間でデータ連携していた
後期高齢者医療システムのデータ連携
方法の変更を行うシステム根幹の改修
等業務であり，開発業者でなければ履
行できない業務である。
　なお，パッケージシステムのため，
第三者へのソースコード提供及び活用
は著作権の関係で困難である。

H30年度 130
保険年金
課

24

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

医療保険シス
テム再構築業
務

意見

　再委託先について事前承認しているが、再委託の契約書を
入手していない。委託業務の管理および統制機能の観点から
も再委託の契約書を委託先から入手し、再委託契約の委託先
や内容等が事前承認と合致しているか、また、再々委託が行
われている場合は、この合理性を検討するなど、不適切な契
約となっていないことを確認することが望まれる。

　再委託は，呉市の承認のもと，受注
者の責任と裁量によって行うものであ
るが，特に必要がある場合は，その実
態を把握し，個別に状況を確認する。
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H30年度 132
保険年金
課

25

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

後期高齢者レ
セプトデータ
等処理業務

意見

　本委託契約のような当初は競争入札に付した案件であって
も、その後のシステム改修や保守点検等についてほとんどが
当初業者との随意契約によって行われている。結果として、
競争原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる可能性
がある。また予定価格についても契約業者の見積価格として
いるので、高い落札率での契約となっている。業務委託契約
書には、発注者は受注者が開発した情報システムのソ－スコ
－ドの提出を請求できると記載されている。そのため、シス
テム開発業者でなくても当業務を委託することは可能であ
り、従前からの理由により漠然と随意契約を継続することな
く、競争性を確保した契約方法および適切な価格で契約の実
施を常に検討することが必要と思料する。

　本業務は，呉市から提供する後期高
齢者のレセプトデータ及び介護情報を
開発業者のシステムへ取り込み，分
析・対象データ抽出を行うものであ
り，開発業者でなければ履行できない
業務である。
　なお，パッケージシステムのため，
第三者へのソースコード提供及び活用
は著作権の関係で困難である。

H30年度 132
保険年金
課

25

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

後期高齢者レ
セプトデータ
等処理業務

意見

　再委託先について事前承認しているが、再委託の契約書を
入手していない。委託業務の管理および統制機能の観点から
も、再委託の契約書を委託先から入手し、再委託契約の委託
先や内容等が事前承認と合致しているか、また、再々委託が
行われている場合は、この合理性を検討するなど不適切な契
約となっていないことを確認することが望まれる。

　再委託は，呉市の承認のもと，受注
者の責任と裁量によって行うものであ
るが，特に必要がある場合は，その実
態を把握し，個別に状況を確認する。

H30年度 134
介護保険
課

26

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

介護保険シス
テム処理業務

意見

　上記理由にあるように、当業務は地方自治法施行令第１６
７条の２第１項第２号の規定を適用して随意契約している。
この点、業務の効率性を考慮するとシステム開発会社にその
システムの管理・運営等その後発生する付随業務である当業
務についても随意契約で委託することが妥当と考えられる。
しかし、システムの開発会社と当然に随意契約することは、
競争の原理が働かず、契約金額が高止まりし、サービスの品
質低下に繋がる可能性がある。業務委託契約書には、受注者
が開発した情報システムの所有権は著作権等の一切の権利は
発注者に帰属し、発注者は受注者が開発した情報システムの
ソースコードの提出を請求できると記載されている。そのた
め、システム開発業者でなくても当業務を委託することは可
能であり、契約金額の高止まりを防ぎ、品質向上のために一
般競争入札を検討することが望まれる。

　本業務は，介護保険システムの運用
保守を行うもので，プロポーザル方式
により各開発会社から保守費用も合わ
せた提案を受け，平成22年度から採用
しているものである。
　現在，庁内でサーバ（クラウド化や
仮想サーバを含む）やシステムの統合
について検討が進んでいるため，全体
の方針に沿って今後の対応を検討して
いくが，システム保守部分は契約更新
後も提案当初からの価格を維持してお
り，当面は現契約を更新する。
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H30年度 154
生活衛生
課

29

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

野犬対策等に
関する業務

意見

　他の地方公共団体においてはほぼ直営で行っている事業で
ある。呉市では27年間委託先の1者随意契約が続いている。理
由としては上記のように特殊業務であり、本業務を履行でき
るのは上記契約先以外にないためである。結果として、競争
原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる可能性があ
る。また予定価格についても呉市の積算により算定はしてい
るが、毎年同じ積算結果であり、高い落札率での契約となっ
ている。野犬の捕獲・保護の数は毎年200匹前後のようであ
る。従前からの巡回ル－トおよび捕獲方法等最も効率的に行
われているかの検討とともに、漠然と随意契約を継続されて
はいないか、競争性を確保した契約方法および適切な価格で
契約の実施を検討することが必要と思料する。

　対象が生き物である等，特殊な業務
のため専門知識や技術の習得等におい
て，直営は困難である。業務実施にあ
たり，的確な指示と成果の適正な評価
を行う。

H30年度 154
生活衛生
課

29

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

野犬対策等に
関する業務

意見

　類似事業としてNo.35.産業部農林水産課「有害鳥獣対策事
業」がある。委託事業内容・実施場所ともに接点が多く見受
けられる。このように接点が多く見受けられる委託事業につ
いては、部・課を横断した事業の検討が必要であると思料す
る。

　対象動物の性質，捕獲方法が大きく
異なり，詳細な作業においても重複す
ることがない。部・課を横断した業務
としては難しく継続を考える。

H30年度 154
生活衛生
課

29

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

野犬対策等に
関する業務

意見

　呉市所有の車両２台を無償貸与している。数年前の財政改
革集中プログラムにより、委託契約金額を20,000千円未満に
するための当時の施策のようであるが、委託事業者の責任と
管理の観点からは再検討すべきであると思料する。

　業務の性質上，同行するケース，市
側が単独で使用するケースもあり，ま
た，委託業務外で委託事業者が使用す
るケースはなく車両本体の購入費用等
の算出が困難と考える。

H30年度 166
環境施設
課

32

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

長門園運転維
持管理業務

意見

　上記理由にあるように、当業務は地方自治法施行令第１６
７条の２第１項第２号の規定を適用して随意契約している。
本委託契約のような場合、その後の保守管理等についてほと
んどが当初業者との随意契約によって行われている。結果と
して、競争原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる
可能性がある。また予定価格についても契約業者の見積価格
を参考にしている部分もあり、結果として高い落札率の契約
となっている。他者の見積の徴取等は初めから諦めての契約
となっているが、競争性を確保した契約方法および適切な価
格で契約の実施を常に検討することが必要と思料する。

　し尿処理施設は，処理方式ごとに異
なる多種多様な専用設備で構成されて
おり，その運転管理については，当初
設計・施工メーカーとの連携が不可欠
であることから，本業務を現行の事業
者に委託している。
　業務委託料については，(公社)全国
都市清掃会議作成の積算要領により設
計し，適正な金額を算定している。
　今後の契約においては，積算根拠資
料を添付するなど，より検証しやすい
設計となるよう工夫していく。
　また，全市的に，し尿処理施設に係
るコストを縮減し，より安定的・効率
的な処理を図るため，当該施設の段階
的な廃止・集約を進めていく。
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H30年度 168
環境施設
課

33

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

芸予環境衛生
センターし尿
処理施設保守
点検整備業務

意見

　上記理由にあるように、当業務は地方自治法施行令第１６
７条の２第１項第２号の規定を適用して随意契約している。
本委託契約のような場合、その後の保守管理等についてほと
んどが当初業者との随意契約によって行われている。結果と
して、競争原理が機能せず、価格が硬直化し経済性を損ねる
可能性がある。また予定価格についても契約業者の見積価格
を参考にしている部分もあり、事前公表としているので、結
果として高い落札率の契約となっている。他者の見積の徴取
等は初めから諦めての契約となっているが、競争性を確保し
た契約方法および適切な価格で契約の実施を常に検討するこ
とが必要と思料する。

　し尿処理施設は，処理方式ごとに異
なる多種多様な専用設備で構成されて
おり，その基幹設備の保守点検整備に
ついては，当初設計・施工時からの知
見の蓄積が不可欠であることから，本
業務を現行の事業者に委託している。
　業務委託料については，(公社)全国
都市清掃会議作成の積算要領により設
計し，適正な金額を算定している。
　今後の契約においては，積算根拠資
料を添付するなど，より検証しやすい
設計となるよう工夫していく。
　また，全市的に，し尿処理施設に係
るコストを縮減し，より安定的・効率
的な処理を図るため，当該施設の段階
的な廃止・集約を進めていく。

H30年度 186
農林水産
課

35

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

有害鳥獣対策
業務

意見

　類似事業としてNo.２９生活衛生課「野犬対策等に関する業
務」がある。委託事業内容・実施場所ともに接点が多く見受
けられる。このように接点が多く見受けられる委託事業につ
いては、部・課を横断した事業の検討が必要であると思料す
る。

　対象動物の性質，捕獲方法が大きく
異なり，詳細な作業においても重複す
ることがない。部・課を横断した業務
としては難しく継続を考える。

H30年度 188
消防総務
課

36

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

高機能消防指
令センター保
守業務

意見

　当業務は、上記の当該契約方法に至った理由のとおり、地
方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定により随
意契約したものである。この点、業務委託契約書には、受注
者が開発した情報システムの所有権は著作権等の一切の権利
は発注者に帰属し、発注者は受注者が開発した情報システム
のソースコードの提出を請求できると記載されている。その
ため、システム開発業者でなくても当業務を委託することは
可能である。随意契約を継続することは、契約金額が高止ま
りし、サービスの品質低下が危惧される。したがって、契約
金額の高止まりを防ぎ、サービスの品質低下を防ぐためにも
一般競争入札を検討することも必要と考える。

　当システムに係るソースコードを入
手したとしても，開発業者の協力を得
ない限りは当システムに手を加えるこ
とは極めて困難であり，不具合が生じ
た場合の作業時間の延伸，責任の所在
の不明確化等，システムの安定的な運
用に支障を来すことになる。
　契約金額の低下も重要な要素ではあ
るが，当業務は，市民の生命，身体及
び財産を守るためのシステムに係る保
守業務であり，安定的な運用を第一に
考える必要があるため，従前どおりの
運用とする。
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H30年度 190
消防総務
課

36-
2

(d)契約
金額
1,500万
円以上の
随意契約

消防救急デジ
タル無線保守
業務

意見

　当業務は、上記の当該契約方法に至った理由のとおり、地
方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定により随
意契約したものである。この点、業務委託契約書には、受注
者が開発した情報システムの所有権は著作権等の一切の権利
は発注者に帰属し、発注者は受注者が開発した情報システム
のソースコードの提出を請求できると記載されている。その
ため、システム開発業者でなくても当業務を委託することは
可能である。随意契約を継続することは、契約金額が高止ま
りし、サービスの品質低下が危惧される。したがって、契約
金額の高止まりを防ぎ、サービスの品質低下を防ぐためにも
一般競争入札を検討することも必要と考える。

　当システムに係るソースコードを入
手したとしても，開発業者の協力を得
ない限りは当システムに手を加えるこ
とは極めて困難であり，不具合が生じ
た場合の作業時間の延伸，責任の所在
の不明確化等，システムの安定的な運
用に支障を来すことになる。
　契約金額の低下も重要な要素ではあ
るが，当業務は，市民の生命，身体及
び財産を守るためのシステムに係る保
守業務であり，安定的な運用を第一に
考える必要があるため，従前どおりの
運用とする。

H30年度 196
情報統計
課

39
，
39-
2

(e)契約
期間１年
以下で、
同一契約
先５年以
上継続

呉市地域イン
トラネット及
び庁内LAN
ネットワーク
等保守委託業
務

意見

　一般競争入札の結果、施工業者のみ入札、結果1者随意契約
となっている。本委託契約のような場合、その後の保守管理
等についてほとんどが当初業者との随意契約によって行われ
ている。結果として、競争原理が機能せず、価格が硬直化し
経済性を損ねる可能性がある。また予定価格についても契約
業者の見積価格を参考にしている部分もあり、事前公表とし
ているので、結果として高い落札率の契約となっている。他
者の見積の徴取等は初めから諦めての契約となっているが、
競争性を確保した契約方法および適切な価格で契約の実施を
常に検討することが必要と思料する。

　本件については，競争性確保のため
競争入札による発注としている。
　仕様書については，施工業者しか受
注できないような内容にはしていない
が，他者の見積の徴収等を検討してい
く。

H30年度 220 人事課 43

(f)支出
命令済額
５００万
円以上の
複数年契
約

給与支給事務
等委託業務

意見

　公募型プロポ－ザル方式により3者の問い合わせがあった
が、結果、１者のみの応募となり、結果として1者随意契約と
なっている。当時のプロポ－ザル業者選定委員会は呉市職員
のみの構成となっている。価格、応募者のノウハウ、専門的
技術、経験、経営状況など評価した結果の選定であるが、そ
れとともに選定委員会の公正性を確保する必要もあるものと
思われる。市民目線からの客観性および利害関係や提案者に
対する先入観を排除するため、専門的な外部委員を複数以上
加える必要性を検討し、今後のためにも明確化をしておく必
要があるものと思料する。

　本業務は，令和元年度で契約が終了
し，その後は直営で実施するため，委
託は行わない。
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H30年度 222
地域協働
課

44

(f)支出
命令済額
５００万
円以上の
複数年契
約

呉市市民協働
センター管理
運営委託業務

指摘

　当該契約方法に至った理由に記載のとおり、呉市市民協働
センター管理運営法人選定委員会を設置し、委託法人の審査
及び選定を行っている。この点、審査の際の呉市市民協働セ
ンター管理運営法人の選定審査票に委員の署名がされていな
い票が存在した。また、当選定審査票は鉛筆で記載されてお
り、事後的な書き換えが可能である。しがたって、委員の署
名漏れのないよう注意喚起し、選定審査票は書き換えができ
ないよう消せないボールペンで記載するなど工夫が必要であ
る。

　平成31年4月から令和6年3月までの呉
市市民協働センター管理運営委託業務
について，平成31年2月に呉市市民協働
センター管理運営法人選定委員会を開
催し，委託法人の審査及び選定を行っ
た。その選定委員会において，選定審
査票は全て委員に署名をしていただ
き，書き換えが出来ないようボールペ
ンで記載していただいた。

H30年度 224
市民窓口
課

45

(f)支出
命令済額
５００万
円以上の
複数年契
約

市民窓口課郵
便請求対応業
務、フロアマ
ネージャー業
務及び手数料
収納等業務委
託

指摘

　当該契約方法に至った理由に記載のとおり、本業務は，選
定方法として公募型プロポーザル方式を採用している。その
際の呉市窓口業務プロポーザル審査票が一部鉛筆で記載され
ており、事後的な書き換えが可能な状態である。したがっ
て、審査票は書き換えができないよう消せないボールペンで
記載するなど工夫が必要である。

　令和元年８月９日に実施した審査委
員会では，審査表の記入を消せない
ボールペンで行うよう，事前に申し合
わせを行い，審査委員会を実施した。
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H30年度
230～
242

学校施設
課

48
，
48-
2～
48-
11

(f)支出
命令済額
５００万
円以上の
複数年契
約

昭和北小学校給
食調理等業務，
横路小学校給食
調理等業務，白
岳小学校給食調
理等業務，広小
学校給食調理等
業務，阿賀小学
校給食調理等業
務，呉中央小学
校給食調理等業
務，宮原小学校
給食調理等業
務，吉浦小学校
給食調理等業
務，呉市立中学
校給食調理等業
務（東部地
区），呉市立中
学校給食調理等
業務（中央地
区），呉市立中
学校給食調理等
業務（北部地
区）

指摘

　受託者が学校長へ提出する書類の一部に不備があった。提出書類
は業務委託契約書において、学校長ないしは教育委員会に提出され
ることが規定されており、適切な書類の提出及び学校側で適時に確
認されるよう指導する必要がある。
① 「給食物資検収簿」には検収責任者による署名押印欄があるが、
日によって検収責任者の筆跡が異なるものがある。
　「給食物資検収簿」は原本を毎日、学校長に提出することが業務
委託契約書に定められているものである。毎日の記載内容を確認し
たところ、検収責任者による署名押印があるもののその筆跡が明ら
かに異なる日があった。確かに、病欠等で検収責任者が不在の場合
どのような記録を残せばよいか不明確な部分もあるが、検収責任者
本人による検収確認が適時適切に行われていないのではないかと疑
念が生じるので、これら適切な対応が取られるように検討すべきで
ある。
② 「調理業務完了確認書」に、学校長の押印がないものがある。
　「調理業務完了確認書」は原本を毎日、学校長に提出することが
業務委託契約書に定められているものである。毎日の記載内容を確
認したところ提出先の学校長印のほか、別途様式として定められて
いる教頭及び栄養教諭等の押印もない日があった。この日の調理業
務完了確認が漏れている可能性があり、適時に対応する必要があ
る。
③ 業務委託契約書に定められている様式番号に対応しない書類があ
る。
業務委託契約書では報告書等の種類に対応して様式番号が割当てて
いるが、様式番号と異なる様式を用いているものがあった。
業務委託契約書において様式第５号は「業務完了届」と定められて
いるが、「食品の加熱加工の記録簿」も様式５として、様式5を重複
して提出している業者があった。当該「食品の加熱加工の記録簿」
は業務委託契約書における様式１３号と内容の相違はなく実質的な
影響がないことを確認したが、実質的な影響が生じる場合もあるの
で報告書類として規定されている書類の形式を順守すべきである。

　今回の指摘を受け，再発防止を図る
ため，委託業者に対し書類の適切な処
理について指導し，かつ，学校におい
ても適切に処理するよう次のとおり指
導した。
　指摘を受けた書類①「給食物資検収
簿」については，確実に検収責任者が
記名押印するよう指導した。
　②「調理業務完了確認書」について
は，確認印欄の区分ごとに確認者の漏
れがないようにするとともに，出張等
により不在の場合は，その旨を記載す
るよう指導した。
　③様式番号の違いについては，契約
更新により様式番号が変更になってい
たが，そのまま従前の様式を使ってい
たことによるものであったため，新し
い様式を使うよう委託業者に指導し
た。
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H30年度 252
中央図書
館

52
(g)再委
託「有」

中央図書館空
調設備保守点
検業務

指摘

　業務費内訳書(入札時提出用)の様式について
　本契約の入札時の業務費内訳書(入札時提出用)「所定様
式」では、直接人件費、直接物品費、業務管理費、一般管理
費　の費目区分になっているが、本契約のように再委託をす
る場合等は「外部委託費」あるいは「外注費」などの費目区
分になるものと思われる。このように所定様式では決算費目
と明らかに違っており価格面のみ形式的に所定様式で作成し
ただけと言わざるを得ず、そのような形式的な資料では内容
等を検討する意味が全くないと言える。本契約についての決
算報告（支出先）を意識した書類を作成することによって業
務内容の実質的な検討が可能となるものと思料する。前年度
の踏襲型かつ形式的な資料となっていないか、本契約を含め
て検討資料の見直しの必要がある。

　包括外部監査人に，指摘の主旨を確
認したところ，現状の業務費内訳書の
内容では，実際の業務内容が不明確で
あり，形式的な内容に留まっているの
ではないかとのことであった。
　当該業務では，空調保守点検を構成
している切替時点検整備，中間点検，
故障時対応等の個々の業務に係る人件
費を一括して直接人件費に取りまと
め，その人件費に対応した直接物品
費，業務管理費，一般管理費を費目区
分として計上する概略的な様式の業務
費内訳書（入札時提出用）を使用して
いた。
　この指摘を受けて，今後は，空調保
守点検の業務内容の実質的な検討が可
能となるよう，切換点検整備等の個々
の業務に係る積算内訳が確認できる詳
細な業務費内訳書（入札時提出用）を
作成することとする。

H30年度 252
中央図書
館

52
(g)再委
託「有」

中央図書館空
調設備保守点
検業務

意見

　再委託先について事前承認しているが、再委託の契約書を
入手していない。委託業務の管理および統制機能の観点から
も、再委託の契約書を委託先から入手し、再委託契約の委託
先や内容等が事前承認と合致しているか、また、再々委託が
行われている場合は、この合理性を検討するなど不適切な契
約となっていないことを確認することが望まれる。

　再委託契約の内容等について確認し
た。
　再々委託は行われていない。
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H30年度 276
保健総務
課

61
(h)契約
変更
「有」

すこやかセン
ターくれ清掃
及び管理業務

意見

　４者による指名競争入札である。一定規模以上の清掃業務
については、市内の業者４者による指名競争入札が慣習的に
行われている。呉市内に限定する積極的な理由が不明確であ
る。できるだけ競争原理を働かせるためには、業者も含めて
呉市内に限定する必要はないと思われる。本契約において
も、結果として契約業者が長期間にわたって今回の受託者と
なっている。

　市内業者への優先発注は，「官公需
について の中小企業者の受注確保に関
する法律 （昭和４１年法律第９７
号）」の主旨に基づき，呉市において
も地元企業育成を図るために行ってお
り，「呉市物件の買入れ，業務委託等
に係る入札参加者等の選定関する規程
第１２条 」の規定にもとづき市内業者
による指名競争入札を行っている。

H30年度 276
保健総務
課

61
(h)契約
変更
「有」

すこやかセン
ターくれ清掃
及び管理業務

意見

　予定価格を事前公表としているが、入札前に公表すると、
予定価格が目安となって競争が制限され、落札価格が高止ま
りになる、業者の見積努力を損なわせる、入札談合が容易に
行われる可能性がある、低入札価格調査の基準価格又は最低
制限価格を強く類推させ、これらを入札前に公表した場合と
同様の弊害が生じかねないことなどの弊害があるとされてい
る。本委託事業も高い落札率であり、市民目線で見れば、指
名競争入札とともに予定価格の事前の結果としてと言われる
可能性も大きいと思う。地方公共団体においては予定価格の
事前公表を禁止する法令の規定はないが、当該契約を含めて
予定価格の事前公表をする場合は、慎重な検討をしていただ
きたいと思料する

　呉市では，業務委託の入札契約制度
透明化を確保するため事前公表として
おり，この取扱いについて変更する予
定はない。

H30年度 276
保健総務
課

61
(h)契約
変更
「有」

すこやかセン
ターくれ清掃
及び管理業務

意見

　委託業者に管理面も含めて長期間全て任せており、当該建
物管理について委託業者しかわからない事項もあるようであ
り、委託業者に何かあった場合および委託業者変更の場合等
の管理運営面の不安がある。１者への委託期間が長期間と
なっている弊害でもあり、業務内容の検討および予想される
リスクへの対応が望まれる。

　専門的な知識を有する設備等は保守
点検を他の業者に委託しており，問題
があれば直ぐに対応してもらうよう連
絡体制をとっている。その他の設備等
は取扱説明書等のマニュアルがある
が，担当者も少しづつ管理運営の知識
を深めるように努めている。
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H30年度 278
土木整備
課

62
(h)契約
変更
「有」

防空壕測量調
査設計業務
（警固屋９丁
目地区）（そ
の２）

意見

　当業務の契約変更は、上記理由に記載のとおり、地質調査
業務における資機材運搬のモノレール経路について、地権者
から新しく植えた作物を迂回するよう要望があったため、
ルート変更を行い、モノレール運搬距離が増加したことによ
る増額変更である。当ルート変更は平成２９年１０月中旬に
要望され、呉市は当該要望を認識している。しかしながら、
業務委託変更契約書は平成３０年３月２３日と契約期間満了
日の平成３０年３月２６日の直前である。契約内容の見解の
相違による問題を生じさせないために、本来は、変更された
契約書に従い業務遂行が実施されるべきである。ただし、当
業務のような調査業務は、調査の進捗に応じ多少の内容変更
や金額変更が生じることは想定される。その度に変更契約書
を締結するとなると非効率であるため、最後にまとめて変更
契約書を締結することは致し方ない。この点、現在、変更契
約書を締結する基準が不明確であるため、金額基準を設ける
など基準を明確化することが望ましい。

　工事及び工事に準ずる業務委託で
は，監査人意見にもあるが，業務の進
捗に応じ内容変更や金額変更が生じる
ことは少なからずある。変更が生じた
場合は，発注者ｰ受注者間で見解の相違
が無いよう，指示書-指示請書（変更内
容，変更金額等）という書面を交わし
て，双方合意を確認しており，今後も
精算変更として，最後に変更契約の事
務手続きを進めていきたいと考えてい
る。

H30年度 280
経営企画
課

63
(h)契約
変更
「有」

田原地区漁業
集落排水施設
実施設計業務

意見

　契約方法について、十分な検討が必要なのではないかと考
えられる。
　当該契約方法は５者による一般競争入札であるが５者の入
札額が全て同額であり、最終的にはくじ引きによる決定と
なっていた。
これは、予定価格が公表されており、最低制限価格を予定価
格から推測できたことから、すべての業者が推測した金額で
入札したためであると考えられる。
予定価格を事前公表することにより、市職員に対する予定価
格を探る行為などの不正行為を防止する効果がある反面、積
算能力が不十分な事業者でも安易に計算して受注する事態が
生じる恐れがある。『公共工事の入札及び契約の適正化を図
るための措置に関する指針』（平成２６年９月３０日閣議決
定）によると、「地方公共団体においては、予定価格の事前
公表を禁止する法令の規定はないが、事前公表の実施の適否
について十分検討した上で、上記弊害が生じることがないよ
う取り扱うものとし、弊害が生じた場合には、速やかに事前
公表の取りやめを含む適切な対応を行うものとする。」と記
載されている。
　同額入札によって落札者をくじ引きに決めるケースが増加
するようであれば、そのようなことがないようにするための
十分な検討が必要であると考えられる。

　建設コンサルタント等業務は，業務
委託の契約について，平成３１年４月
１日以降に入札公告又は指名通知をす
る案件から，最低制限価格の算出方法
を変更し，従来の「直接費・間接費」
の区分から業務の種類に応じた算出方
法へと変更した。
　なお，予定価格の事前公表につきま
しては，従来どおりとしております。
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H30年度 282
スポーツ
振興課

64
(i)落札
率１０
０％超

大浦崎スポー
ツセンター受
付事務等に関
する委託業務

意見

　旧音戸町時代からの１者随意契約となっている。随意契約
の理由としては、上記のとおりである。地方公共団体が委託
先を選定する場合は、不特定多数の参加者を募る「一般競争
入札」が原則であるとされている。委託先の選定にあたり競
争性を機能させ、事業の経済性を確保する観点からは、原則
どおり入札の徹底が望まれ、少なくとも複数見積書の徴取の
徹底が望まれる。しかし、当該委託業務においては、地域の
団体との１者随意契約が継続しており、複数見積書の徴取も
されていないため、競争原理が働いていない状況であり、委
託料の金額の適切性の検証ができず、委託料が高止まりとな
るおそれがある。したがって、業者の選定においては競争性
を確保し、経済性確保への努力が望まれる。

　清盛スポーツクラブは，文部科学省
策定のスポーツ振興計画に基づき地域
住民により自主的・主体的に運営され
る「総合型地域スポーツクラブ」とし
て，旧音戸町の施策の一環として設立
された。実態として，一般競争入札に
なじまないものである。また，他業者
の受注見込みがなく，受注見込みのな
い業者からの見積書の徴収も困難であ
ることから，従前どおり１者随意契約
とする。

H30年度 294 総務課 66
(j)落札
率７５％
未満

呉市役所電気
監視盤等管理
業務

意見

　地方自治法施行令第１６７の２条第１項第３号の規定によ
る1者随意契約となっている。地方公共団体が委託先を選定す
る場合には、不特定多数の参加者を募る「一般競争入札」が
原則とされており、「指名競争入札」や「随意契約」は例外
的な取扱いとして認められている。委託先の選定に当たり競
争性を機能させ、事業の経済性を確保する観点からは、原則
どおり入札の徹底が望まれる。やむを得ず随意契約とする場
合であっても、プロポ－ザル方式によるか、少なくとも複数
見積書の徴取の徹底により、業者の選定に競争性を確保すべ
きである。本契約については、一者随意契約が続いており、
複数見積書の徴取をしていないため、競争性が確保されない
まま契約金額が決定されている。低い落札率に現れているよ
うに、市場価格と比較しても低い価格ではあると思うが、複
数見積書の徴取等経済性確保への努力が望まれる。

本庁舎の総合的な管理手法の見直しを
検討した中で，他の専門業者から市場
価格を調査した結果，現行の委託方法
が費用対効果において十分な効果を上
げると判断した。
また，政策上においても当該外郭団体
を活用していく。
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H30年度 294 総務課 66
(j)落札
率７５％
未満

呉市役所電気
監視盤等管理
業務

意見

　委託業務においては、呉市は履行の点検だけでなく、当該
業務の質を確保すると言う品質管理の観点から、業務の総合
評価を行い、業務改善に向けた取組みを行うことが望まれ
る。本契約者の呉市からの補助金も支給されている外郭団体
である公益社団法人であっても呉市の業務の効率化に資する
ことが求められるものである。担当課によると、「当該契約
は庁舎管理そのものではなく、監視盤の監視や駐車場対応が
業務であり、よって、業務従事者に専門的技術が求められる
ものではない。」とのことであるが、「庁舎管理」という視
点より、慣習的に続いている契約でなく、ひとつひとつの委
託業務を総合的に検討し、品質管理の点も含めて、効率的・
効果的に整理した上で委託していくことが望まれる。

　本庁舎の総合的な管理手法の見直し
を検討した中で，本業務については，
安価であることに加え，一定の品質が
確保されていることから，費用対効果
において十分な効果を上げられている
と判断したため，現行の委託方法とし
た。
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